
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

13,178 13,639

人権学習会への参
加者数

人権啓発センター利
用者数

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

0.50 0.50

4,138

13,003 13,178

補正予算

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

地域で開催される人権学習会等への講師の派遣や、県内ショッピングモールでの巡回パネル展の開催等を通じ、より多くの県民の人権意
識の高揚を図る。

目標に対
する成果
の状況

人権学習会への参加者数は、館外の学習会への講師の派遣依頼が増え、平成27年度よりも増加した。しかし、県立歴史館の工事に伴
い、2か月間以上休館となった影響で館内での学習会の開催回数は増えず、目標未達成となった。
人権啓発センター利用者数についても、休館の影響で、目標未達成となった。

17,141 17,135 17,596

3,957 3,957

事
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コ
 
ス
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予
算
額

前年度繰越

1,668 1,547

概　算
人件費

0.50

 概算事業費（B（A）+C）

（当初） （決算） （当初）

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度

Aの
財源

13,543 13,639

39 40 33

1,266

11,883 11,956 12,340

人権啓発センター事業 直接

・人権に関する総合相談（61件）
・人権学習会への講師派遣（館外61回・館内22回）
・巡回パネル展の実施（３回）
・人権啓発パネル、ＤＶＤの貸出し（89件）

13,543

２　人権が尊重される社会づくり 実施期間 H12 ～

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）
【左記の説明、根拠法令等】

県は国・市町村と連携を図りながら、地域の実情を踏まえ人権啓発を行う責務を有している。
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、長野県人権政策推進基本方針
人権啓発地方委託要綱

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
２－２ 協働、人権尊重、男女共同参画社会の実現

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施中

人口定着・
確かな暮ら
し実現総
合戦略

信州創生の基本方針

事業番号 04 04 03 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 人権啓発センター事業 担
当
課

部局 県民文化部

課・局・室 人権・男女共同参画課

人権相談や人権学習会への講師派遣、巡回パネル展の実施等を通じ、県民一人ひとりの人権尊重意識の高揚を図り、「人権が尊重され
る長野県」を目指す。

○同和問題、いじめや児童虐待等の子どもの人権問題、障がい者や高齢者の人権問題など様々な人権課題の解決に向けて、人権に関
する理解を深めることが求められる。

13,543 13,639

合計（A) 13,590
3,191人

29年度

当初予算 13,590

人権学習会への参加者数　3,191人(H27実績)　→　4,500人(H28)
（設定理由：人権問題への学習の広がりを計る指標となるため）

Ｈ28 H29
目標

H27末
目標

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績
H28 H29

13,543 13,178

成果目標の達成状況

項目 H26末

4,989人

2,673人 未達成2,235人 2,700人 2,440人

13,639

成果

4,500人 4,164人 未達成

達成状況

―

―

合計

施策展開
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